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１．ごみ減量推進員制度

【制度概要】

・平成２１年１０月１日時点・・・６４６名

・平成２３年２月末日時点・・・７０２名

【アンケート調査の結果（P41～P42）】

  年代別には20歳代～40歳代で「知っている」との回答率が低かった。

【現在の取り組みの課題】

【他市の事例】

千葉県流山市におけるごみ減量推進員制度

ダー」として委嘱

【１年間の主な活動】

５月 　ごみ減量推進員会議への出席

　　　　活動計画書の提出

８月 　ごみ減量推進員のクリーンセンター

　　見学会

３月 　活動報告書の提出

（出典）「平成22年度ごみ減量推進員ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ」流山市

八尾市では平成21年６月より、一般廃棄物の減量、資源化及び適正な処理に関する施策を推

進するため、ごみ減量推進員制度を導入している。この制度の認知状況は図２－41に示すとおり

で、全体では「知っている」はわずか約16％で、約80％が「初めて知った」と回答した。

●各地域からの推薦により、１「地域と市を

結ぶパイプ役」、２「地域のごみ減量リー

アンケート調査からもわかるように市民の認知度が低いことが大きな課題ではあるが、その以前

に具体的に地域等での活動実績がない。今後については、担っていただく具体的な活動の構築

や認知度向上のための市民向けの啓発が必要であると考える。

・ごみ減量推進員の役割は、市との連携の下に、地域に密着して、一般廃棄物の減量化、再生

                  第２期　平成２２年５月１１日～平成２４年３月３１日

･委嘱期間　 第１期　平成２１年５月１２日～平成２２年３月３１日

２月）。

・できるだけ市内各地域から選任できるよう、自治振興委員会を通じて選任を依頼した（平成２１年

又は助言、その他の活動を行う。

用並びに分別及び適正な排出に関する事項について、市の施策への協力、市民に対する指導

・具体的な役割としては、一般廃棄物の発生抑制及び再使用による減量に関する事項、再生利

利用を促進するための地域のリーダーとなるものであり、市はその養成を含め積極的な活用を

図る。
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ごみ減量マイスター制度（静岡県富士市）

【次期計画期間における八尾市の取り組み】

●ごみ減量推進員制度の拡充

　 アンケート調査における認知度の低さから、ごみ減量推進員との連携強化を図る。

　　＜事例＞

・施設見学会等の実施

・学習プラザ「めぐる」を活用した環境学習会の開催

・ステーション方式のごみ集積所における啓発活動への協力

・分別方法や減量方法等の相談員（仮称　ごみ減量マイスター）の育成及び連携

・活動内容の広報の充実
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２．家庭での減量アイデア集の作成・情報提供

【現状の情報提供媒体】

●ごみの分け方・出し方ハンドブック（保存版）

　発行頻度：多種分別実施時（平成21年10月）に、全世帯に配布。以降は、八尾市に転入の際に

配布

　ごみの分け方の啓発を通じて、適正な排出を促進することを目的

●収集曜日カレンダー（ごみの分け方・出し方ハンドブック（概要版））

　発行頻度：年2回（指定袋配布時に併せて配布）

　ごみの収集日の周知と分別、排出方法の周知

●啓発チラシ

　発行頻度：随時

　八尾市の取り組み等の状況や効果等について、市民への周知・啓発

【現在の取り組みの課題】

【他市の事例】

本市におけるごみに関する情報については、ホームページやパンフレットを通じて約7割程度の
方が入手できていると考えられる。しかし、依然として「情報入手が困難である」、「情報量は十分

だ
がわかりにくい」といったご意見がある。

これらを踏まえて、更にわかりやすくまた簡便に情報が入手できる手法の検討が必要である。
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【次期計画期間における八尾市の取り組み】

●家庭での減量アイデア集の作成・情報提供

イデアを取りまとめた「アイデア集」を作成し、情報の共有化を図る。

　　＜事例＞

・市民の皆さまが取り組まれているアイデア集の募集、取りまとめ

・ごみ減量推進員へのアイデア情報の提供

・定期的な情報発信

●ごみ減量のパンフレット（青森県青森市）

従来の「出し方・分け方」の啓発に重点を置いた内容から、ごみの減量化等に向けた市民のア
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●ごみ減量のパンフレット（大阪府寝屋川市）表面

裏面
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３．不用品の情報交換ボード「ゆずります・ゆずってください」

【現状】

【アンケート調査の結果（P36～P37）】

【現在の取り組みの課題】

ら、持参することが困難であるとの訴えが多い。

ち込まれたときの対応や啓発についても検討する必要がある。

が必要である。

※当審議会で答申頂いた粗大ごみ有料化実施の際には、情報交換ボードの充実が重要な検討課

題となっている。

【他市の事例】

が現状である。

●千葉県市川市

　 「市川市リサイクルプラザ」にて、家庭での不用品を引き取り、販売している。

物を提供したい方に欲しい方を紹介する「不用品交換情報コーナー」がある。

市川市HPより抜粋

●熊本県熊本市

　 「熊本市リサイクル情報プラザ」にて、家庭で不用になった家具などを再利用している。

　 品目ごとに基準を定めており、これに合致するものを収集、または持ち込みしてもらう。

　 施設内で展示し、希望者には無償で譲渡している。

熊本市HPより抜粋

知率約25％より低かった。年代別には大きな違いは見られなかった。

市町村が収集し、再資源化または処分されている粗大ごみの中には、まだ製品として使用可能

なものが含まれていることが推測されるが、これらをリユースする取り組みは一部に留まっているの

　 その要因としては、市町村の人員等の体制、保管場所等が指摘されている。

なお、引き取り対象となっていないチャイルドシート、家電製品等のリサイクルの希望者には、品

八尾市立リサイクルセンター学習プラザでは、不用品の再利用・再使用を進めるための「ゆずり

ます／ゆずってください」を情報交換用ボードとして設けている。

「ゆずります／ゆずってください」コーナーが開設されていることの認知状況は、「行ったことがあ

る」約１％、「知っている」約12％を合わせた認知率は約13％であり、「学習プラザ『めぐる』」の認

物品の保管場所等、施設の関係上、展示物が限定されるほか、市民からは行政の戸別訪問に

よる回収の希望が多い。特にリサイクルセンターから離れている住所地や、高齢者の世帯等か

　プラザ等の体制や、その他、保管について検討する必要がある。

また一方、持ち込まれる物品の中には、使用に耐えないものも含まれており、そうした商品を持

家具等の不要品を、行政により修理・加工し、無償または廉価で販売するといったコーナーを

設けている自治体がある。市民のニーズは高いと考えられるが、本市において実施が可能か検討
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●大阪市

　　・リサイクルプラザ（赤川（旭区）・塩草（浪速区））

　　　　不用となった自転車や家具を修理・再生し、市民に有料販売。

　　・リサイクルプラザ（赤川（旭区））

　　　　不用となった赤ちゃん・子供服を展示し、市民に無料で提供。

　　・リサイクルプラザ（塩草（浪速区））

　　　　不用になった衣類や本を展示し、市民に無料で提供。

●吹田市

　　・あげます・もらいますコーナーにて一人1日10点以内で持ち帰ってもらう。

　　　　衣類、食器に限定。

　　・再生自転車を毎月10台販売。

●門真市・松原市

　もらう。

●和泉市

　　・家具や家電製品、自転車等を修理、洗浄後、格安にて展示販売。

●柏原市

　　報を流し、市民に持って帰ってもらっている。

【次期計画期間における八尾市の取り組み】

●不用品の情報交換ボード「ゆずります・ゆずってください」の周知

●不用品の情報交換ボード「ゆずります・ゆずってください」の内容充実

高める必要がある。

　　＜事例＞

・不用品の情報交換ボード「ゆずります・ゆずってください」の特集チラシの作成

・情報交換ボードの情報内容の充実（写真の掲載など）

アンケート調査からも明らかになった認知度の低さを踏まえ、まず、情報交換ボードの認知度を

　 また、内容の充実を図ることで利便性の向上に努めるとともに、的確にニーズを把握する。

・家具や家電製品（リサイクル法に基づかないもの）、一般家庭品等家庭で不用となったものを

登録申請書に記入し、市において情報板に掲載、欲しい方がいる場合、当事者間で移動して

・子ども服等、不用となったものをもってきてもらい、年に数回、場所・時間をきめ、広報にて情
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４．集団回収にかかる支援制度

【現状】

【アンケート調査の結果（P12～15）】

ある。

有価物集団回収実施団体（町会、子供会、老人会等）に対し、各種再生資源の回収量に応じて

１kgあたり５円の奨励金を交付している。

再生資源の活用によるごみの減量化を図るため、昭和５５年７月からあらかじめ市に登録をした

　 なお、本市においてはほぼ全地域を網羅する形で集団回収に取り組まれている。

回収業者に出す」が約15％の順であった。一方、リサイクルをせず、「可燃ごみに出す」は約７％、

「新聞は取っていない」が約７％であった（参考③参照）。また、地域別の状況は参考④のとおりで

住んでいる地域における集団回収の実施状況については、「実施している」が約84％であり、

「実施していない（「していない」約５％と「以前はしていたが今はしていない」約２％の計）」は約７

古紙の処理方法としては「地域の集団回収に出す」が約78％と最も多く、次いで、「民間の古紙

％と少なかった（参考①参照）。また、地域別の実施状況は参考②のとおりである。

年度別　有価物集団回収　実施団体数・回収量

年度 団体数 古紙類(t) 古布(t) 金属類(t) 合計(t) 前年比(%)

7 359 10,900 427 30 11,357 104.1
8 390 12,060 547 58 12,665 111.5

9 400 13,625 559 123 14,307 113.0
10 407 14,440 627 128 15,195 106.2

11 410 14,606 592 134 15,332 100.9
12 424 15,249 677 168 16,094 105.0

13 437 15,320 642 141 16,103 100.1
14 445 15,108 608 137 15,853 98.4

15 446 15,126 609 144 15,879 100.2
16 452 14,771 617 137 15,525 97.8

17 460 14,609 617 206 15,432 99.4
18 459 14,541 629 202 15,372 99.6

19 465 13,517 636 132 14,285 92.9
20 478 12,213 575 114 12,902 90.3

21 474 11,343 586 125 12,054 93.4
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実施している

以前はしていたが
今はしていない

していない

わからない

無回答

83.5%

1.4%

5.1%

6.9%

3.1%

住んでいる地域での集団回収の実施状況
（参考①）

住んでいる地域の集団回収実施状況（地域別）
（参考②）

0 20 40 60 80 100

地域の集団回収に出す

民間の古紙回収業者に出す

可燃（燃やす）ごみに出す

その他

新聞はとっていない

無回答

77.7

15.1

6.8

1.3

7.1

1.7

(％)
（複数回答）

古紙の主な処理方法
（参考③）

地
域
の
集
団
回
収

に
出
す

民
間
の
古
紙
回
収

業
者
に
出
す

本 庁 206人 73.8% 16.5% 90.3%
竜 華 130人 81.5% 14.6% 96.1%
久 宝 寺 83人 88.0% 3.6% 91.6%
西 郡 28人 60.7% 32.1% 92.8%
大 正 75人 80.0% 13.3% 93.3%
山 本 232人 77.6% 16.8% 94.4%
竹 渕 22人 68.2% 4.5% 72.7%
南 高 安 79人 78.5% 21.5% 100.0%
高 安 42人 76.2% 7.1% 83.3%
曙 川 97人 81.4% 10.3% 91.7%
志 紀 79人 77.2% 21.5% 98.7%

37人 70.3% 16.2% 86.5%

地 域

再生利用

合
計

不明

回
答
者
数

古紙の主な処理方法（地域別）
（参考④）

 

回答
者数
(件)

実施して
いる

（実施率％）

全　体 1110 83.5

本　庁 206 81.1

竜　華 130 81.5

久宝寺 83 88.0

西　郡 28 64.3

大　正 75 88.0

山　本 232 84.9

竹　渕 22 81.8

南高安 79 83.5

高　安 42 83.3

曙　川 97 86.6

志　紀 79 88.6

不　明 37 70.3
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【新聞の発行部数、新聞紙国内総生産量】

　 新聞の発行部数、新聞紙国内総生産量は、近年減少傾向にある（図２、表２）。

いる。

〔図２　新聞の発行部数、新聞紙国内総生産量の推移〕

注）新聞の発行部数は、新聞社が発行（印刷）した部数であり、配布された部数ではない

出典：社団法人　日本新聞協会

〔表２　新聞の発行部数及び新聞用紙の状況〕

注）新聞の発行部数は、新聞社が発行（印刷）した部数であり、配布された部数ではない

出典：社団法人　日本新聞協会

【現在の取り組みの課題】

について、解消に向けた取り組みが必要である。

【次期計画期間における八尾市の取り組み】

●地域における集団回収実施状況についての情報提供の充実

　　＜事例＞

・地域における実施団体の情報内容を充実させる。

・未実施団体への啓発（実施に向けた相談体制の充実など）

・啓発用物品（集積場所等案内看板など）の配布

新聞の発行部数及び新聞紙国内総生産量は、平成18年度から21年度の間にそれぞれ約200

万部（約４％）、約396千ｔ（約10％）減少している。また、新聞用紙自体は軽量化が徐々に進んで

   本市の集団回収量については府内でも高い水準にあり、特長の一つになっている。

この特長をさらに伸ばすために、地域ごとに隔たりが見受けられる集団回収への取り組み状況
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

(千部)

(年度)

(千ｔ)

新聞発行部数

新聞用紙国内総生産量

超々軽量紙
（40ｇ）

超軽量紙
（43ｇ）

軽量紙
（46ｇ）

普通紙
（49ｇ）

重量紙
（52ｇ）

平成８年 53,555,803 3,502,479 － 85.8% 12.0% 1.1% 1.2%
平成９年 53,765,074 3,565,020 － 87.2% 10.6% 1.0% 1.1%
平成10年 53,669,866 3,634,203 － 89.3% 8.8% 1.1% 0.9%
平成11年 53,757,281 3,646,655 － 91.1% 6.9% 1.2% 0.8%
平成12年 53,708,831 3,801,988 2.1% 90.8% 5.2% 1.1% 0.8%
平成13年 53,680,753 3,832,428 5.3% 86.2% 6.1% 1.1% 1.3%
平成14年 53,198,444 3,936,058 5.5% 84.2% 7.9% 1.1% 1.3%
平成15年 52,874,959 3,852,553 5.6% 84.8% 7.2% 1.1% 1.3%
平成16年 53,021,564 3,971,188 5.4% 84.5% 7.3% 1.1% 1.7%
平成17年 52,568,032 3,922,989 6.0% 84.8% 6.2% 1.1% 1.9%
平成18年 52,310,478 3,886,464 6.6% 85.4% 5.0% 0.9% 2.1%
平成19年 52,028,671 3,891,185 6.9% 84.0% 6.0% 1.0% 2.0%
平成20年 51,491,409 3,740,025 6.8% 85.2% 4.9% 1.2% 2.0%
平成21年 50,352,831 3,490,234 6.6% 85.4% 4.9% 1.2% 1.9%
平成22年 49,321,840 3,393,897 6.8% 85.4% 4.9% 1.2% 1.7%

新聞用紙国内
総生産量（ｔ）

新聞発行
部数（部）

年

用紙の種類別構成比率
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５．生ごみ減量化・資源化の推進

【現状】
　家庭より排出されるごみの排出状況の実態をごみの種類ごとに把握することにより、今後のごみ

減量化及び適正処理に係る施策、収集体制、施設整備等の検討の基礎資料とするため、ごみ

組成分析調査を実施している。

<手を付けていない食料品例>

【平成２２年度　ごみ組成分析調査より】

【次期計画期間における八尾市の取り組み】

●生ごみの水切りに関する情報提供及び水切りグッズを市民に提供する。

に提供することで、可燃（燃やす）ごみに含まれる厨芥類の水分の削減率１０％を目指す。
※可燃（燃やす）ごみにおける厨芥類の割合は約４０％
●手付かず食品の削減（計画的購入の啓発）。

べる」などの取り組みを市民に紹介し、「食の大切さ」に対する意識を喚起する。

きる調理方法や献立の工夫に取り組むよう市民啓発を行う。
※厨芥類における「手を付けていない食料品」の割合は約１６％

市民の「もったいない」の意識を高めるため、消費者や食品関連事業者が行っている「残さず食

また、家庭内にある食材の種類や量、賞味期限を日頃から点検・把握し、適切な保存と期限内

もう一絞り運動の実践ということで、生ごみの水切りに関する情報提供及び水切りグッズを市民

の消費を心がけ、食べきれなかったものなどについても他の料理に作りかえるなど、無駄なく食べ

手を付けていない
食料品

一般厨芥類(流出水分含む）

みかんの皮
（スイカの皮）

15.8

2.5

81.7

厨芥類のみ抜粋

22.5

42.4

35.1

11.5

0.2

0.3

0.3

8.6 0.7

1.3

5.5

0.7

0.7

2.6
0.0

0.2

0.1

0.2

1.6

39.9

2.5

資源化可能物

堆肥化可能物

資源化対象外

プラスチック類

紙類 ガラス類（びん類）

金属類

ペットボトル（PET収集の対象品目）

その他プラスチック容器包装

紙パック（飲料水、アルミコーティングなし）

段ボール

その他紙製容器包装（法律対象物のみ）

新聞紙（そのまま排出）

雑誌・書籍

折込広告・PR誌

リターナブルびん

ワンウェイびん

缶類

金属単体製品

繊維類

厨芥類（流出水分含む）
剪定枝

8.9
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６．レジ袋やトレイの削減、量り売りの浸透

【現状】

に関するアンケート調査を実施した。

行っている店舗が多った。

店舗もあった。

【他市の事例】

「マイバッグ・マイ箸運動推進協力店認定制度」（岡山県倉敷市）

　 なお、回答のあった店舗数は２９件である。

平成22年8月に市内のスーパーを中心に市内の４０の店舗を対象にレジ袋の削減の取り組み

る店舗と値引き及びスタンプやポイント付与の取り組みを実施しつつ、声掛けも同時に行っている

レジ袋の削減の取り組みを実施している店舗が、全体の７６％（２２店舗）となっており、何も実施

していない店舗が２４％（７店舗）となった。レジ袋の削減のための取り組みをなんらかの活動を

また取り組み店舗のうち、値引き・スタンプやポイント付与・声掛けの方式にて実施しており、特

に多かったのは、スタンプ・ポイント付与で全体の６４％となっていた。また声掛けのみを行ってい

 レジ袋削減の取り組みについて

取組んでい
る

76%

取組んでい
ない
24%

取り組み方式について（複数回答可）

必要かの問
合せ 21%

スタンプ・ポ
イント付与

62%

お金をもらっ
ている 7%

値引き 7%

その他
4%

　 レジ袋や割り箸の使用を見直し、マイバッグ・マイ箸の利用を推進する取り組みを独自に
行っている市内の小売店や飲食店を認定し、市を挙げて応援する制度。認定店には、認定証
の交付、啓発物品を貸与するとともに、店舗紹介やマイバッグ・マイ箸持参時の特典などにつ
いて紹介している。
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「みんなでマイボトル運動」（埼玉県）

エコ商店街事業（出町商店街、京都市ごみ減量会議等（京都府京都市））

【次期計画期間における八尾市の取り組み】

   ●商店街の特徴を最大限生かし、「量り売り」や「はだか売り」を推奨する。

   ●レジ袋の削減の更なる普及に向けて、実施状況の把握と未実施店舗への啓発を行う。

　 ペットボトルなどの使い捨て容器のごみを削減するために実施している「みんなでマイボトル
運動」を実施。協力店は、事業者による協力宣言方式により、県と簡易な協定を締結（平成22
年12月現在で388店舗が協力）。
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